裁判員制度　―「辞退する自由」はない？？―　発表の参考に
谷川　伊藤　小坂　山本　
（１）憲法18条

あ）「奴隷的拘束」
→人格を否定するような身体の拘束をいう。裁判員制度とは関係はない。
い）「意に反する苦役」

・通説＝広義説
「意に反する苦役」を「広く本人の意思に反して強制される労役」と解釈して
、憲法規定上の「苦」という文字には拘泥しない。
・浦部説＝狭義説
「意に反する苦役」は、強制される労役のみを意味するのではなく、正当な理由のない場合、「奴隷的拘束」の程度に至らない人格侵犯的な身体の自由の拘束であっても、許されるべきものではない
。
※浦部説でも、通説でも、文言上存在する「犯罪による処罰の場合」以外の例外も許容する。
→第一に災害対策基本法・消防法等の、非常災害・その他緊急に必要がある場合に課される夫役である。しかし、このような場合は、「その労務の提供が臨時応急的なものである上に、公共的損害の発生の危険を防止する措置として必要度の高いものであり、社会の共同生活に伴う当然の義務と考えられる
」。また、別の論者によれば、「災害防止・被害者救済という限定された緊急目的のため必要不可欠で、かつ、応急的一時的な措置であるという点で」合憲であるとする
。
　→第二に、「国家作用への協力義務」としての夫役が問題となる。具体的には、議院証言法に基づく証言義務・裁判所に証人として出頭し証言する義務である。次の（２）で紹介する。
（２）「国家作用への協力義務」
　１）それでは、「国家作用への協力義務」とは何か？ここでは、議院証言法の証人義務・裁判所への証人としての出頭義務について考えることにする。そこで、議院証言法の性質はいかなるものか、また、裁判所への出頭義務の性質はいかなるものか、ということになる。ここでは、まず「国政調査権」の一態様
としての議院証言法に基づく「証言義務」から検討する。
　２）国政調査権

　国政調査権とは、国会が立法権をはじめとする自らの諸権限を有効かつ的確に行使できるように、国政上必要な情報を自ら入手するための権限である
。国政調査権の性質について、学説上、独立権能説と補助的権能説（通説）に分かれるが、前者は、国政調査権は、「憲法41条の『国権の最高機関』性に基づく、国権を統括するための独立の権能」であるとし、これに対し、後者は、「議員が保持する諸権能を実効的に行使するために認められた補助的権能である」とする
。
　国政調査権は、議院が保持する権能を実効的に行使するためのものでなくてはならず、司法権には、「司法に関する立法や予算の審議のために必要と判断するときは、判決や裁判手続きについても国政調査の対象とすることができる
」が、「司法権の独立」の要請から、「現に裁判が進行中の事件について裁判官の訴訟指揮などを調査したり、裁判の内容の当否を批判する調査をしたりすることは許されない
」とする。
　３）議院証言法の出頭義務

　ということは、議院証言法の証人出頭義務は「国政調査権」の一態様であることからして…
　それとも？
　４）裁判所への出頭義務
　それでは、裁判所への証人としての出頭義務はどうだろうか？

　この証人出頭義務は、憲法37条2項の「公平な裁判」の実施のための「公法上の義務」であり、憲法上も要請がされている。
　例えば、民事訴訟法では、190条で強制力を持った出頭義務が課されているが、「証人義務は、国家に対する公法上の義務（国家が証拠に基づく正統な裁判をするのに協力をすべき義務）であって、当事者に対する訴訟法上または私法上の義務ではない
」。

また、「証人尋問は公法上の義務であり、国の主権の一部を構成する司法権に根拠を有するものである。証人は、他人間の私的紛争である民事事件に関して法定に出頭し、必要な情報を提供する者であるが、そのためにつねに、自己の生活、仕事、時間等を犠牲にせざるを得ない状況に置かれることになる。証人が自己の意思に進んでこのような義務を課し、さらには制裁をもってこれを強制するというのは、一見いかにも不当なことのようである。しかし、証人が法定に出頭して正確な情報を提供することにより、当該事件の当事者の私的利益が保護されるだけでなく、そのことを通じて司法権が適正に行使される結果となり、ひいては社会全体の法と秩序の確立・安定をもたらすことになることは、疑う余地のないことであろう。その意味において、証人義務は全体として社会からの要請であり、それが公法上の義務とされるのもそのことに由来するといってよい
」。
（３）それでは、裁判員制度における「出頭義務」は？

→「議院証言法」の「出頭義務」・「裁判への証人」としての「出頭義務」とは違う？
→何が違う？性質？必要性？

（４）関連条文等

＜「司法制度改革審議会意見書」＞
　訴訟手続は司法の中核をなすものであり、訴訟手続への一般の国民の参加は、司法の国民的基盤を確立するための方策として、とりわけ重要な意義を有する。すなわち、一般の国民が、裁判の過程に参加し、裁判内容に国民の健全な社会常識がより反映されることによって、国民の司法に対する理解・支持が深まり、司法はより強固な国民的基盤を得ることが出来るようになる。このような見地から、差し当たり刑事訴訟手続について、下記（１）ないし（４）[ 省略 ]を基本的な方向性とし、広く一般の国民が、裁判官とともに責任を分担しつつ協働し、裁判内容の決定的に主体的、実質的に関与することが出来る新たな制度を導入すべきである
。
　新たな参加制度においては、原則として国民全てが等しく、司法に参加する機会を与えられ、かつその責任を負うべきであるから、裁判員の選任については、広く国民一般の間から公平に選任が行われるよう、選挙人名簿から無作為抽出した者を母体とすべきである。その上で、裁判員として事件を担当するにふさわしい者を選任するため、公平な裁判所による公平な裁判を確保できるような適切な仕組み（欠格・除籍事由や忌避制度等）を設けるべきである。出来るだけ多くの国民が参加する機会を与えられ、裁判員となる者の負担を過当なものにしないため、裁判員は、具体的事件ごとに選任され、一つの事件を判決に至るまで担当した上、それをもって解任されるものとすべきである
。
　裁判員選任の実効性を確保するためには、裁判所から召喚を受けた裁判員候補者は出頭義務を負うこととすべきである。ただし、健康上の理由などやむを得ないと認められる事情により出頭できない場合や、過去の一定期間内に裁判員に選任された場合など一定の場合には、その義務を免除されるものとすべきである。
　裁判員が、裁判官と同様、評議の内容等職務上知ることの出来た秘密に関する守秘義務を負うべきことや、裁判員及び裁判員候補者が、それぞれ相当額の旅費・手当て等の支給を受けられるようにすべきことは当然である。その他、裁判員の職務の公正さの確保や、裁判員の安全保持などのためにとるべき措置についても更に検討する必要がある
。
　新たな[ 裁判員の ]参加制度は、個々の被告人のためというよりは、国民一般にとって、あるいは裁判制度として重要な意義を有するが故に導入するものである以上、訴訟の一方の当事者である被告人が、裁判員の参加した裁判体による裁判を受けることを辞退して裁判官のみによる裁判を選択することは、認めないことにすべきである
。
＜国連人権B規約＞

第８条（奴隷・強制労働の禁止）
１　何人も、奴隷の状態に置かれない。あらゆる形態の奴隷制度及び奴隷取引は、禁止する。

２　何人も、隷属状態に置かれない。

３（ａ）何人も、強制労働に服することを要求されない。

（ｂ）（ａ）の規定は、犯罪に対する刑罰として強制労働を伴う拘禁刑を科することができる国において、権限のある裁判所による刑罰の言渡しにより強制労働をさせることを禁止するものと解してはならない。

（ｃ）この３の規定の適用上、「強制労働」には、次のものを含まない。

（ⅰ）作業又は役務であって、（ｂ）の規定において言及されておらず、かつ、裁判所の合法的な命令によって抑留されている者又はその抑留を条件付きで免除されている者に通常要求されるもの

（ⅱ）軍事的性質の役務及び、良心的兵役拒否が認められている国においては、良心的兵役拒否者が法律によって要求される国民的役務

（ⅲ）社会の存立又は福祉を脅かす緊急事態又は災害の場合に要求される役務

（ⅳ）市民としての通常の義務とされる作業又は役務

＜憲法＞

第18条　何人も、いかなる奴隷的拘束も受けない。又、犯罪に因る処罰の場合を除いては、その意に反する苦役に服させられない。
＜民事訴訟法＞
（証人義務）第190条　裁判所は、特別の定めがある場合を除き、何人でも証人として尋問することができる。

（不出頭に対する過料等）第192条　証人が正当な理由なく出頭しないときは、裁判所は、決定で、これによって生じた訴訟費用の負担を命じ、かつ、10万円以下の過料に処する。

２　前項の決定に対しては、即時抗告をすることができる。

（不出頭に対する罰金等）

第193条　証人が正当な理由なく出頭しないときは、10万円以下の罰金又は拘留に処する。

２　前項の罪を犯した者には、情状により、罰金及び拘留を併科することができる。
＜裁判員法（正式：裁判員の参加する刑事裁判に関する法律）＞

第29条 1項　呼出しを受けた裁判員候補者は、裁判員等選任手続の期日に出頭しなければならない。
第83条 　次の各号のいずれかに当たる場合には、裁判所は、決定で、十万円以下の過料に処する。 

一 　呼出しを受けた裁判員候補者が、第二十九条第一項（第三十八条第二項（第四十六条第二項において準用する場合を含む。）及び第四十七条第二項において準用する場合を含む。）の規定に違反して、正当な理由がなく出頭しないとき。 

二 　裁判員又は補充裁判員が、正当な理由がなく第三十九条第二項の宣誓を拒んだとき。 

三 　裁判員又は補充裁判員が、第五十二条の規定に違反して、正当な理由がなく、公判期日又は公判準備において裁判所がする証人その他の者の尋問若しくは検証の日時及び場所に出頭しないとき。 

四 　裁判員が、第六十三条第一項の規定に違反して、正当な理由がなく、公判期日に出頭しないとき。 
＜議院証言法（正式：議院における証人の宣誓及び証言等に関する法律）＞

第1条 　各議院から、議案その他の審査又は国政に関する調査のため、証人として出頭及び証言又は書類の提出を求められたときは、この法律に別段の定めのある場合を除いて、何人でも、これに応じなければならない。
第7条 　正当の理由がなくて、証人が出頭せず、現在場所において証言すべきことの要求を拒み、若しくは要求された書類を提出しないとき、又は証人が宣誓若しくは証言を拒んだときは、一年以下の禁錮又は十万円以下の罰金に処する。 

2項 　前項の罪を犯した者には、情状により、禁錮及び罰金を併科することができる。 
＜災害対策基本法＞

第65条　市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、当該市町村の区域内の住民又は当該応急措置を実施すべき現場にある者を当該応急措置の業務に従事させることができる。
２　第63条第２項の規定は、前項の場合について準用する。

３　第１項の規定は、市町村長その他同項に規定する市町村長の職権を行うことができる者がその場にいない場合に限り、災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官の職務の執行について準用する。この場合において、同項に規定する措置をとつたときは、当該災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。
�　例えば、芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法』（岩波書店　第三版　2002年）222頁


�　浦部法穂『憲法学教室』（日本評論社　全訂第二版　2006年）276頁


�　有倉遼吉 小林孝輔編『基本法コンメンタール憲法』（日本評論社 第三版 1986年）78頁[池田正章]


�　佐藤幸治『憲法』（青林書店　第三版　1995年）586頁


�　憲法62条。芦部・前掲注１　288頁以下


�　小林孝輔編 芹沢斉編『基本法コンメンタール憲法』（日本評論社 第五版 2006年）306頁[大石泰彦]


�　これに対し、大石眞『議会法』（有斐閣　2001年）118頁では、「政府統制権の内容としての国政調査権の本質を考えるなら、立法権それ自体から独立した国会の権能と見るべき」だとする。


�　野中俊彦＝中村睦男＝高橋和之＝高見勝利『憲法Ⅱ』（有斐閣 第三版 2001年）134頁[高見勝利]


�　芦部・前掲注１　290頁


�　小室直人編『基本法コンメンタール　新民事訴訟法（２）』（日本評論社 2003年）168頁[三代川三千代・鈴木昭洋]


�　谷口安平，福永有利編『注釈民事訴訟法(6)証拠１』（有斐閣 1995年）252頁以下[藤原弘道]


� 以下の条文は、法庫（http://www.houko.com/index.shtml）を参照した。


�　司法制度改革審議会意見書（H13年6月12日）、Ⅳ国民的基盤の確立、第1の１．参照


�　同意見書、Ⅳ、第一、１．（２）、ア


�　同意見書、Ⅳ、第一、１．（２）、イ


�　同意見書、Ⅳ、第一、１．（３）
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